
  

連　結　貸　借　対　照　表
 

(単位：百万円)

 科          目   金       額   科          目   金       額

資  産  の  部 43,701  負  債  の  部 31,874

流  動  資  産 35,062 流  動  負  債 28,084
現 金 及 び 預 金 3,941 支払手形及び買掛金 25,245
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 26,706 短 期 借 入 金 210
商 品 及 び 製 品 1,781 未 払 法 人 税 等 636
仕 掛 品 1,771 役 員 賞 与 引 当 金 90
繰 延 税 金 資 産 192 前 受 金 1,619
そ の 他 852 繰 延 税 金 負 債 7
貸 倒 引 当 金 △ 183 そ の 他 274

固  定  資  産 8,639 固  定  負  債 3,790
有形固定資産 571 長 期 借 入 金 2,000
建 物 471 長 期 未 払 金 462

減 価 償 却 累 計 額 △ 151 退 職 給 付 引 当 金 1,120
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 177 繰 延 税 金 負 債 0

減 価 償 却 累 計 額 △ 113 そ の 他 206
工 具 器 具 及 び 備 品 279

減 価 償 却 累 計 額 △ 225 純  資  産  の  部 11,827
土 地 133
リ ー ス 資 産 0 株  主  資  本 11,158

減 価 償 却 累 計 額 △ 0 資   本   金 2,945

無形固定資産 88 資 本 剰 余 金 1,805

投資その他の資産 7,979 利 益 剰 余 金 6,489
投 資 有 価 証 券 6,435
長 期 貸 付 金 13 自　己　株　式 △ 82
破 産 更 生 債 権 等 38
繰 延 税 金 資 産 427 その他の包括利益累計額 596
そ の 他 1,225 その他有価証券評価差額金 663
貸 倒 引 当 金 △ 160 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 0

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 67

少 数 株 主 持 分 72

43,701 43,701資 産 合 計

（平成２３年３月３１日現在）

負 債 及 び 純 資 産 合 計



（単位：百万円）

       科            目            金           額

  売　　上　　高 74,101

  売   上   原   価 64,537

売　上　総　利　益 9,563

　販売費及び一般管理費 8,386

営  業  利　益 1,177

  営  業  外  収  益

受 取 利 息 3

受 取 配 当 金 101

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 90
そ の 他 54 249

  営  業  外  費  用
支 払 利 息 38

売 上 割 引 29

為 替 差 損 19

シンジケートローン手数料 32

そ の 他 15 135

経   常   利   益 1,291

  特   別   利   益

固 定 資 産 売 却 益 3

投 資 有 価 証 券 売 却 益 8

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 41 52

  特   別   損   失
固 定 資 産 除 売 却 損 0  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 143

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 9

そ の 他 3 156

税金等調整前当期純利益 1,187

  法人税、住民税及び事業税 651

  法 人 税 等 調 整 額 △ 41 609

少数株主損益調整前当期純利益 577

  少 数 株 主 利 益 3

当   期   純  利　益 574

            自　平成２２年　４月　１日 
           至　平成２３年　３月３１日

連   結   損   益   計   算   書



 

連結株主資本等変動計算書 
 

当連結会計年度(自 平成 22 年４月１日 至 平成 23年３月 31 日) 
（単位：百万円） 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成22年３月31日残高 2,945 1,805 6,173 △81 10,843

当連結会計年度中の変動額 

 剰余金の配当 ― ― △257 ― △257

 当期純利益 ― ― 574 ― 574

 自己株式の取得 ― ― ― △1 △1

 自己株式の処分 ― △0 ― 0 0

 株主資本以外の項目の連結 

 会計年度中の変動額（純額） 
― ― ― ― ―

当連結会計年度中の変動額合計 ― △0 316 △1 314

平成23年３月31日残高 2,945 1,805 6,489 △82 11,158

 

 

その他の包括利益累計額 

 その他 

有価証券 

評価差額金

繰延ヘッジ

損益 

為替換算 

調整勘定 

その他の 

包括利益 

累計額合計

少数株主 

持  分 
純資産合計

平成22年３月31日残高 868 △0 △44 823 114 11,782

当連結会計年度中の変動額 

 剰余金の配当 ― ― ― ―  ― △257

 当期純利益 ― ― ― ― ― 574

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― △1

 自己株式の処分 ― ― ― ― ― 0

 株主資本以外の項目の連結 

 会計年度中の変動額 (純額) 
△205 1 △23 △227 △42 △269

当連結会計年度中の変動額合計 △205 1 △23 △227 △42 45

平成23年３月31日残高 663 0 △67 596 72 11,827

 



【連結注記表】 

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 

1．連結の範囲に関する事項 

（1）連結子会社の数  17 社 

・主要な連結子会社の名称  株式会社ツバコー・ケー・アイ 

 当連結会計年度において、新たに設立したツバコー四国株式会社を連結の範囲に含めております。 
 

（2）非連結子会社の数 ２社 

・TSUBACO (HONG KONG)CO.,LTD. 

・TSUBACO KOREA CO.,LTD. 

（連結の範囲から除いた理由）   

当該２社の合計の総資産額、売上高、当期純損益(持分に見合う額)および利益剰余金(持分に見合う額)等は、 

いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

 

2．持分法の適用に関する事項 

（1）持分法を適用した非連結子会社の数 ２社 

・TSUBACO (HONG KONG) CO.,LTD. 

・TSUBACO KOREA CO.,LTD. 

 

（2）持分法を適用した関連会社の数   １社 

・椿本西日本株式会社 

 

（3）持分法適用会社のうち、決算日が異なる会社については、当該会社の事業年度に係る財務諸表を使用しております。 

 

(会計方針の変更) 

当連結会計年度より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第 16 号 平成 20 年 3 月 10 日公表分）及び

「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取り扱い」（実務対応報告第 24 号 平成 20 年 3 月 10 日）を適

用しております。なお、これによる影響額はありません。 

 

3．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち TSUBACO SINGAPORE PTE.LTD.、TSUBACO KTE CO.,LTD.、上海椿本商貿有限公司の決算日は平成 22

年 12 月 31 日であります。連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。ただ

し、平成 23 年１月１日から平成 23 年３月 31 日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を

行っております。 

その他の連結子会社の決算日はすべて３月 31 日であり、連結決算日と一致しております。 

 

4．会計処理基準に関する事項 

（1）資産の評価基準および評価方法 

① 有価証券 

ａ 満期保有目的の債券…………………償却原価法(定額法) 

ｂ その他有価証券 

時価のあるもの………………………決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

時価のないもの………………………移動平均法による原価法 

 

 



 

② たな卸資産 

ａ 商品及び製品…………………………総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定） 

ｂ 仕 掛 品………………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定） 

 

 

（2）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く）……主として定率法を採用しております。ただし、平成 10 年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設備を除く)については定額法を採用してお

ります。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物                15 年～47 年 

機械装置及び運搬具          5 年～12 年 

工具器具及び備品           2 年～15 年 

 

② 無形固定資産（リース資産を除く）……定額法によっております。 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。ただし、自社利用のソフトウエアについては､社内に

おける利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。 

 

③ リース資産…………………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開

始日が平成 20 年３月 31 日以前のリース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

（3）引当金の計上基準 

① 貸倒引当金…………………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により､貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し､回収不能見込額を計上しております。 

 

② 退職給付引当金……………………………従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付

債務および年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発

生していると認められる額を計上しております。なお、会計基準変更

時差異（1,148 百万円）については、12 年による按分額を費用処理し

ております。過去勤務債務については、発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（13 年）による按分額を費用処理しておりま

す。また数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13 年）による按分額をそ

れぞれ発生時の翌連結会計年度より費用処理しております。 

 

③ 役員賞与引当金……………………………役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

 

(4）収益および費用の計上基準 …………………完成工事高および完成工事原価の計上基準 

①当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認めら

れる工事 

 ・工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法） 

②その他の工事 

 ・工事完成基準 

 



（5）外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準 

         ……………………………外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の

資産および負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益および費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘定および少数株主持分に含めており

ます。 

 

（6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法…………………………繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについては

特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。

また、為替予約取引のうち振当処理の要件を満たしている場合は、振

当処理を採用しております。 

 

② ヘッジ手段およびヘッジ対象……………・為替予約取引(外貨建債権債務および外貨建予定取引) 

・金利スワップ（長期借入金） 

 

③ ヘッジ方針…………………………………外貨建取引については為替リスクを、長期借入金については金利変動

リスクをヘッジする方針であり、投機的な取引は行わない方針であり

ます。 

 

④ ヘッジの有効性評価の方法………………ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー変動を

直接結び付けて判定しております。 

ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評

価を省略しております。 
 

⑤ その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの 

               ……………リスク管理は取引権限および取引限度額等を定めた社内ルールに従

い、財経部にて行っております。 

 

（7）のれんの償却方法及び償却期間 

 のれんは、原則として５年間で均等償却しております。 

 

（8）その他重要な事項 

 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

 

２．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更 

1. 資産除去債務に関する会計基準等の適用 

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号 平成 20 年 3 月 31 日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 21 号 平成 20 年 3 月 31 日）を適用しており

ます。なお、これによる影響額はありません。 

 

2. 企業結合に関する会計基準等の適用 

当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号 平成 20 年 12 月 26 日）、「連結財

務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号 平成 20 年 12 月 26 日）、「『研究開発費等に係る会計基準』の

一部改正」（企業会計基準第 23 号 平成 20 年 12 月 26 日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７

号 平成 20 年 12 月 26 日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第 16 号 平成 20 年 12 月 26 日公表分）

及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 10 号 平成 20 年 12

月 26 日）を適用し、子会社の資産及び負債の評価方法を部分時価評価法から全面時価評価法へ変更しております。

なお、これによる影響額は軽微であります。 

 



 

３．表示方法の変更 

(連結損益計算書関係) 

当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号 平成 20 年 12 月 26 日）に基づ

き、「会社法施行規則、会社計算規則等の一部を改正する省令」(平成 21 年 3 月 27 日 法務省令第 7 号)を適用し、

「少数株主損益調整前当期純利益」の科目で表示しております。 

 

４．連結貸借対照表に関する注記 

・担保に供している資産 

投 資 有 価 証 券 ２１５百万円

担保に係る債務金額 ６１５百万円

 

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

1．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

前連結会計年度末 

株式数 

当連結会計年度 

増加株式数 

当連結会計年度 

減少株式数 

当連結会計年度末 

株式数 株式の種類 

(株) (株) (株) (株) 

普 通 株 式 32,489,845 ― ― 32,489,845

 
2．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

前連結会計年度末 

株式数 

当連結会計年度 

増加株式数 

当連結会計年度 

減少株式数 

当連結会計年度末 

株式数 株式の種類 

(株) (株) (株) (株) 

普 通 株 式 296,003 7,152 204 302,951

（変動事由の概要） 

増加株式数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加                    4,457株 

 持分法適用会社が取得した親会社株式（当社株式）の当社帰属分の増加   2,695株 

減少株式数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の売渡しによる減少                     204株 

 
3．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成22年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 161 5.00 平成22年３月31日 平成22年６月30日

平成22年11月１日 
取締役会 

普通株式 96 3.00 平成22年９月30日 平成22年12月６日

 
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  平成 23 年６月 29 日開催予定の第 108 回定時株主総会において、次の議案を付議いたします。 

株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

普通株式 161 利益剰余金 5.00 平成23年３月31日 平成23年６月30日
 



 

６．金融商品に関する注記 

1．金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達してお

ります。 

受取手形および売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減をはかっております。また、投

資有価証券は主として株式であり、上場株式につきましては四半期毎に時価の把握を行っております。 

 

借入金の使途は運転資金であり、長期借入金につきましては、金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実行する

ことで支払利息の固定化を実施しております。 

またデリバティブ取引に係るリスク管理体制については、取引権限および取引限度額等を定めた社内ルールに従い、

財経部において集中して管理しております。また、多額の借入金は、取締役会の専決事項であり、それに伴う金利ス

ワップ契約の締結は、同時に取締役会で決定されることとなります。 

 

2．金融商品の時価等に関する事項 

当期の連結決算日である平成 23 年３月 31 日現在における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額について

は、次のとおりであります。 

(単位：百万円) 

 
連結貸借対照表 

計上額(※) 
時価(※) 差額 

(1) 現金及び預金 3,941 3,941 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 26,706 26,706 ― 

(3) 投資有価証券 

その他有価証券 
5,698 5,698 ― 

(4) 支払手形及び買掛金 （25,245） （25,245） ― 

(5) 短期借入金 （210） （210） ― 

(6) 長期借入金 （2,000） （2,005） （5）

(7) デリバティブ取引 1 1 ―  

 

      ※負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 
 

    (注１) 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項 
 

     （1）現金及び預金、ならびに(2)受取手形及び売掛金 

・これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

     （3）投資有価証券 

・これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

     （4）支払手形及び買掛金、ならびに（5）短期借入金 

・これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

     （6）長期借入金 

・長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引

いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされ

ており（下記（7）参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行

った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。 
     （7）デリバティブ取引 

・金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている

ため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記(6)参照）。 
・為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金および買掛金と一体として処理され

ているため、その時価は、当該売掛金および当該買掛金の時価に含めて記載しております（上記(2)および

(4)参照）。また時価は為替予約等の予定取引によって生じたものであります。 



 
 
    (注２) 非上場株式（連結貸借対照表計上額 736 百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積

ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3) 投資有価証券 その他有

価証券」には含めておりません。 
 

 

７．１株当たり情報に関する注記 

   1．１株当たり純資産額       ３６５円１９銭 

   2．１株当たり当期純利益       １７円８４銭 

 

８．重要な後発事象に関する注記 

   該当事項はありません。 

 

９．その他の注記 

   該当事項はありません。 



(単位：百万円)

 科          目   金       額   科          目   金       額

資   産  の  部 40,506  負  債  の  部 30,449

流  動  資  産 32,532 流  動  負  債 26,809
現 金 及 び 預 金 2,693 支 払 手 形 5,263
受 取 手 形 4,254 買 掛 金 18,931
売 掛 金 22,119 未 払 金 119
商 品 及 び 製 品 1,279 未 払 費 用 3
仕 掛 品 1,727 未 払 法 人 税 等 479
前 渡 金 299 前 受 金 986
前 払 費 用 64 預 り 金 951
繰 延 税 金 資 産 118 役 員 賞 与 引 当 金 60
そ の 他 78 そ の 他 13
貸 倒 引 当 金 △ 103

固  定  資  産 7,973 固  定  負  債 3,639
有形固定資産 478 長 期 借 入 金 2,000
建 物 390 リ ー ス 債 務 1
減 価 償 却 累 計 額 △ 126 退 職 給 付 引 当 金 1,067

機 械 127 長 期 未 払 金 391
減 価 償 却 累 計 額 △ 83 長 期 預 り 金 179

車 両 運 搬 具 4
減 価 償 却 累 計 額 △ 3

工 具 器 具 及 び 備 品 234 純　資　産　の  部 10,056
減 価 償 却 累 計 額 △ 196 9,419

土 地 132  
資    本    金 2,945

無形固定資産 81
ソ フ ト ウ エ ア 78 資 本 剰 余 金 1,811
そ の 他 2 資 本 準 備 金 750

そ の 他 資 本 剰 余 金 1,061
投資その他の資産 7,413 　　資本金及び資本準備金減少差益 878
投 資 有 価 証 券 5,474    自 己 株 式 処 分 差 益 182
関 係 会 社 株 式 434
関 係 会 社 出 資 金 50 利 益 剰 余 金 4,735
従 業 員 長 期 貸 付 金 11 そ の 他 利 益 剰 余 金 4,735
関係会社長期貸 付金 292 別 途 積 立 金 4,500
破 産 更 生 債 権 等 28 繰 越 利 益 剰 余 金 235
長 期 前 払 費 用 42
敷 金 380 自　己　株　式 △ 73
会 員 権 294
繰 延 税 金 資 産 331 評価・換算差額等 637
そ の 他 256 その他有価証券評価差額金 636
投 資 損 失 引 当 金 △ 10 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 0
貸 倒 引 当 金 △ 172

40,506 40,506資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

（平成２３年３月３１日現在）

貸 借 対 照 表

株　主　資　本



　

            　自　平成２２年　４月　１日
            　至　平成２３年　３月３１日

（単位：百万円）

       科            目            金           額

  売　　　上　　　高 69,541

  売   上   原   価

商 品 期 首 た な 卸 高 2,597

当 期 商 品 仕 入 高 62,975

　　合　　計 65,572

商 品 期 末 た な 卸 高 3,007 62,565

売　上　総　利　益 6,976

　販売費及び一般管理費 6,212

営  業  利　益 763

  営  業  外  収  益
受 取 利 息 3
受 取 配 当 金 145
雑 収 入 95 244

  営  業  外  費  用
支 払 利 息 34

売 上 割 引 24

手形及び売上債権売却損 4

シンジケートローン手数料 32

雑 損 失 18 114

経   常   利   益 893

  特   別   利   益
固 定 資 産 売 却 益 0

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 4 4

  特   別   損   失
投 資 有 価 証 券 評 価 損 143

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 2 146

税 引 前 当 期 純 利 益 752

 法人税、住民税及び事業税 485

 法 人 税 等 調 整 額 △ 45 440

当   期   純  利　益 312

損 益 計 算 書



 

株主資本等変動計算書 

 

当事業年度(自 平成 22年４月１日 至 平成 23年３月 31日) 
 

（単位：百万円） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 
資本金 資本 

準備金 

その他

資本 

剰余金

資本 

剰余金

合計 
別途 

積立金

繰越利益

剰余金

利益 

剰余金

合計 

自己株式
株主資本

合計 

平成22年３月31日残高 2,945 750 1,061 1,811 4,450 230 4,680 △72 9,365

当事業年度中の変動額   

 剰余金の配当 ― ― ― ― ― △257 △257 ― △257

 別途積立金の積立 ― ― ― ― 50 △50 ― ― ―

 当期純利益 ― ― ― ― ― 312 312 ― 312

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― △０ △０

 自己株式の処分 ― ― △０ △０ ― ― ― ０ ０

株主資本以外の項目 

の事業年度中の変動額

(純額) 

― ― ― ― ― ― ― ― ―

当事業年度中の変動額 

合計 
― ― △０ △０ 50 ４ 54 △０ 53

平成23年３月31日残高 2,945 750 1,061 1,811 4,500 235 4,735 △73 9,419

 

評価・換算差額等 

 その他有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 

損 益 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 

平成22年３月31日残高 822 △０ 822 10,188

当事業年度中の変動額  

 剰余金の配当 ― ― ― △257

 別途積立金の積立 ― ― ― ―

 当期純利益 ― ― ― 312

 自己株式の取得 ― ― ― △０

 自己株式の処分 ― ― ― ０

株主資本以外の項目 

の事業年度中の変動額

(純額) 

△185 １ △184 △184

当事業年度中の変動額 

合計 
△185 １ △184 △131

平成23年３月31日残高 636 ０ 637 10,056

 



【個別注記表】 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1．有価証券の評価基準および評価方法 

① 満期保有目的の債券………………………償却原価法(定額法) 

② その他有価証券 

    イ）時価のあるもの…………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

    ロ）時価のないもの…………………移動平均法による原価法 

③ 子会社株式および関連会社株式…………移動平均法による原価法 

 

2．たな卸資産の評価基準および評価方法 

① 商品及び製品………………………………総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定） 

② 仕 掛 品……………………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定） 

 

3．固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く）……定率法を採用しております。ただし、平成 10 年４月１日以降に取得

した建物(建物附属設備を除く)については定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物………………………………15 年～47 年 

機械装置および運搬具………… 5 年～12 年 

工具器具および備品…………… 2 年～15 年 

 

② 無形固定資産（リース資産を除く）……定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によっております。ただし、自社利用のソフ

トウエアについては､社内における利用可能期間(５年)に基づく定額

法を採用しております。 

 
③ リース資産…………………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開

始日が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
④ 長期前払費用………………………………均等償却によっております。なお、償却期間については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によっております。 

 

4．引当金の計上基準 

① 貸倒引当金…………………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により､貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し､回収不能見込額を計上しております。 

 
② 退職給付引当金……………………………従業員の退職給付に備えるため､当事業年度末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基づき計上しております。なお、会計基準

変更時差異（1,121百万円）については、12年による按分額を費用処理

しております。 

 

 

 

 



過去勤務債務については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(13年)による按分額を費用処理しております。また数理計

算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（13年）による按分額をそれぞれ発生時の翌事

業年度より費用処理しております。 

 
③ 役員賞与引当金……………………………役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

 
④ 投資損失引当金……………………………関係会社への投資等に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態等

を勘案して必要額を計上しております。 

 

5．収益および費用の計上基準 

完成工事高および完成工事原価の計上基準 

①当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事 

 ・工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）  

②その他の工事 

 ・工事完成基準 

 

6．外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準 

       ……………………………… 外貨建金銭債権債務は、期末決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理しております。 

 

7．ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法…………………………繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについては

特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

また、為替予約取引のうち振当処理の要件を満たしている場合は、振

当処理を採用しております。 

 

② ヘッジ手段およびヘッジ対象……………為替予約取引（外貨建債権債務および外貨建予定取引） 

金利スワップ（長期借入金） 

 
③ ヘッジ方針…………………………………外貨建取引については為替リスクを、長期借入金については金利変動

リスクをヘッジし、投機的な取引は行わない方針であります。 

 
④ ヘッジ有効性評価の方法…………………ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー変動を

直接結び付けて判定しております。ただし、特例処理によっている金

利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

 

⑤ その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの 

             …………………リスク管理は、取引権限および取引限度額等を定めた社内ルールに従

い、財経部にて行っております。 

 

8．消費税等の会計処理……………………………税抜方式によっております。 

 

 

 

 

 

 



 

２．重要な会計方針の変更 

資産除去債務に関する会計基準等の適用 

 

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号 平成 20 年 3 月 31 日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 21 号 平成 20 年 3 月 31 日）を適用しておりま

す。なお、これによる影響額はありません。 

３．貸借対照表に関する注記 

1．関係会社に対する短期金銭債権 ６，０３９百万円

2．関係会社に対する短期金銭債務 １，０８０百万円

3．関係会社に対する長期金銭債権 ２９２百万円

4．担保に供している資産 

投 資 有 価 証 券 ２１５百万円

担保に係る債務金額 ６１５百万円

5．保 証 債 務 

   借入金保証 

       TSUBACO SINGAPORE PTE.LTD. ２０百万円

   契約履行保証 

       TSUBACO KTE CO.,LTD. ４１百万円

       TSUBACO SINGAPORE PTE.LTD. １４百万円

 

４．損益計算書に関する注記 

・関係会社との取引高 

(1) 営 業 取 引 

売  上  高 １４，２４５百万円

仕  入  高 １，２０５百万円

(2) 営業取引以外の取引 １３１百万円

 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

自己株式の数に関する事項 

前事業年度末 当事業年度 当事業年度 当事業年度末 

の株式数 増加株式数 減少株式数 の株式数 株式の種類  

(株) 

 

(株) (株) (株) 

普 通 株 式  255,684  4,457 204 259,937

 (変動事由の概要) 

  増加数の内訳は次のとおりであります。 

単元未満株式の買取りによる増加         4,457 株 

減少数の内訳は次のとおりであります。 

単元未満株式の売渡しによる減少         204 株 

 



６．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(繰延税金資産) 

 (流動) 

 貸倒引当金繰入限度超過額 ４３百万円

 その他 ７５百万円

 繰延税金資産計(流動) １１８百万円

繰延税金負債(流動)と相殺 △０百万円

繰延税金資産(流動)の純額 １１８百万円

  

 (固定)  

 長期未払金 １６０百万円

 退職給付引当金 ４３７百万円

 保有株式等評価損 ３９１百万円

 その他 ４３百万円

 小計 １，０３２百万円

 評価性引当額 △４１１百万円

 繰延税金資産計(固定) ６２０百万円

 繰延税金負債(固定)と相殺 △２８９百万円

 繰延税金資産(固定)の純額 ３３１百万円

 

(繰延税金負債) 

（流動） 

繰延ヘッジ損益  △０百万円

繰延税金負債計(流動) △０百万円

繰延税金資産(流動)との相殺 ０百万円

繰延税金負債(流動)の純額 －百万円

(固定)  

 その他有価証券評価差額金  △２８９百万円

 繰延税金負債計(固定)  △２８９百万円

 繰延税金資産(固定)との相殺  ２８９百万円

 繰延税金負債(固定)の純額 －百万円

 

７．リースにより使用する固定資産に関する注記 

 当事業年度末日におけるリース物件の取得価額相当額 ２１百万円

 当事業年度末日におけるリース物件の減価償却累計額相当額 ２０百万円

 当事業年度末日におけるリース物件の未経過リース料相当額 １百万円

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

８．関連当事者との取引に関する注記 

1．親会社および法人主要株主等 

種 類 
会社等 
の名称 

所在地 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合 
(％) 

関連当事者との関係
取 引 の
内 容 

取 引
金 額

(百万円)
科 目

期 末
残 高
(百万円)

主要株主 
㈱椿本 
ﾁｴｲﾝ 

大阪市 
北区 

17,076 
機械器具等の
製造・販売 

(被所有) 
直接10.5 

各種機材等の仕入 製品の仕入 17,513 買掛金 5,667

  (注) １ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

       取引条件の決定方法は、一般取引と同様に市場価格並びに総原価を勘案し、価格交渉のうえ決定 

しております。 

     ２ 取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

 

 

 

 

 

 

2．子会社等 

種 類 
会社等 
の名称 

所在地 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合 
(％) 

関連当事者 
との関係 

取 引 の
内 容 

取 引
金 額

(百万円)
科 目

期 末
残 高
(百万円)

子会社 
㈱ﾂﾊﾞｺｰ・
ｹｰ･ｱｲ 

横浜市 
神奈川区 

40 
機械器具等の
販売・設置

（所有） 
直接100.0 

各種機材等の販売
役員の兼任 

製品の販売
 

2,925 売掛金 1,325

子会社 
㈱ﾂﾊﾞｺｰ・
ｴｽ･ｹｰ 

京都市 
下京区 

10 
機械器具等の
販売・設置

(所有) 
直接100.0 

各種機材等の販売
役員の兼任 

製品の販売
 

1,780 売掛金 865

子会社 
ﾂﾊﾞｺｰ関西 
㈱ 

兵庫県 
西宮市 

10 
機械器具等の
販売・設置

(所有) 
直接100.0 

各種機材等の販売
役員の兼任 

製品の販売
 

961 売掛金 412

子会社 
ﾂﾊﾞｺｰ西関
東㈱ 

埼玉県 
川越市 

30 
機械器具等の
販売・設置

(所有) 
直接100.0 

各種機材等の販売
役員の兼任 

製品の販売
 

927 売掛金 441

子会社 
ﾂﾊﾞｺｰ東海
販売㈱ 

愛知県 
岡崎市 

21 
機械器具等の
販売・設置

(所有) 
直接100.0 

各種機材等の販売
役員の兼任 

製品の販売
 

886 売掛金 446

  

 (注)  １ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

       取引条件の決定方法は、一般取引と同様に市場価格並びに総原価を勘案し、価格交渉のうえ決定 

しております。 

     ２ 取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

3．兄弟会社等 

種 類 
会社等 
の名称 

所在地 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合 
(％) 

関連当事者との関係
取 引 の
内 容 

取 引
金 額

(百万円)
科 目

期 末
残 高
(百万円)

主要株主 
の子会社 

㈱ツバキ
エマソン 

京 都 府
長 岡 京
市 

460 
機械器具等の
製造・販売 

― 各種機材等の仕入 製品の仕入 4,529 買掛金 1,677

主要株主 
の子会社 

㈱椿本バ
ルクシス
テム 

大阪府
豊中市 

150 
機械器具等の
製造・販売 

― 各種機材等の仕入 製品の仕入 1,808 買掛金 934

  (注) １ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

       取引条件の決定方法は、一般取引と同様に市場価格並びに総原価を勘案し、価格交渉のうえ決定 

しております。 

     ２ 取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

 

４．役員及び個人主要株主等 

種 類 
会社等 
の名称 

又は氏名 
所在地 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合 
(％) 

関連当事者との関係
取 引 の
内 容 

取 引
金 額

(百万円)
科 目

期 末
残 高
(百万円)

役員 伊藤弘幸 － － 当社取締役 直接0.0% － 
連結子会社
株式の取得

12
(6千株)

－ － 

  (注) 取引条件については、対象会社の財務内容等を勘案して決定しております。 

 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

1．１株当たり純資産額    ３１２円０３銭 

2．１株当たり当期純利益     ９円６８銭 

 

10．重要な後発事象に関する注記 

     該当事項はありません。 

 

11．その他の注記 

     該当事項はありません。 




